
 

平成 18年 3月期 平成 17年 11月 2日

上 場 会 社 名　　　富 士 急 行 株 式 会 社
コ ー ド 番 号      9010 本社所在都道府県　山梨県

　　　（ＵＲＬ      http://www.fujikyu.co.jp/）

代　　表　　者      役職名　代表取締役社長　　氏　名　堀内　光一郎

問合せ先責任者      役職名　取締役経理部長　　氏　名　天野　好人　 TEL (0555) 22 - 7120

中間決算取締役会開催日　　平成 17年 11月 2日 中間配当制度の有無　　無
単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

(1)経営成績 　　（注）表示方法：百万円未満切捨て
売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 12,112 △ 1.9 2,221 △ 1.4 1,838 2.1
16年 9月中間期 12,348 4.0 2,253 7.9 1,801 12.8
17年 3月期 22,213 2,931 2,029

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
17年 9月中間期 980 6.8 9.09
16年 9月中間期 918 2.6 8.46
17年 3月期 816 7.28
(注) ①期中平均株式数    17年 9月中間期   107,876,507 株   16年 9月中間期   108,564,669 株   17年 3月期   108,371,743 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

17年 9月中間期 － －
16年 9月中間期 － －
17年 3月期 － 5.00

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 75,695 16,473 21.8 152.86
16年 9月中間期 75,208 16,153 21.5 149.05
17年 3月期 73,709 16,107 21.9 148.77
(注)①期末発行済株式数　17年 9月中間期    　109,769,477 株　16年 9月中間期    　109,769,477 株　17年 3月期    　109,769,477 株

 　 ②期末自己株式数　　17年 9月中間期        1,997,712 株　16年 9月中間期        1,393,583 株　17年 3月期        1,685,191 株

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 22,381 2,104 900 5.00 5.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              8円  35銭

※上記の業績予想については、現時点での情報に基づき作成したものであり、実際の業績は要因の変化により異なる場合があります。

個別中間財務諸表の概要

１. 17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）

上場取引所　　　　東京
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比較中間貸借対照表

  ① 資 産 の 部 (単位:百万円)
当中間期 前中間期 前　　期

(17年9月30日) (16年9月30日) (17年3月31日)

22,672 21,493    1,179 21,115
7,534 6,255    1,279 6,273

817 865  △ 47 634
435 492  △ 57 673

95 97  △ 1 97
208 273  △ 65 228
110 －    110 10

12,576 12,694  △ 118 12,580
136 124    11 137

441 420    21 169
202 149    53 213

122 120    1 104
△ 8 △ 0 △ 7 △ 8

53,022 53,715  △ 692 52,594

2,567 2,587  △ 20 2,633
3,225 3,077    148 3,622

25,424 25,661  △ 236 24,988
9,689 9,491    198 9,364

2,336 2,352  △ 15 2,335
429 441  △ 11 435
372 369    2 286

8,977 9,734  △ 757 8,927
子 会 社 株 式 1,718 1,708    9 1,718

投 資 有 価 証 券 2,228 1,825    402 2,072
長 期 貸 付 金 4,155 4,832  △ 677 4,184

長 期 前 払 費 用 84 98  △ 14 62
長 期 繰 延 税 金 資 産 58 130  △ 72 96

そ の 他 の 投 資 等 821 1,168  △ 346 887
貸 倒 引 当 金  △ 89  △ 30  △ 59  △ 95

資　産　合　計 75,695 75,208    486 73,709

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

未 収 収 益

繰 延 税 金 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

貯 蔵 品

自 動 車 事 業 固 定 資 産

観 光 事 業 固 定 資 産
土 地 建 物 事 業 固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃
未 収 金

前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

比 較 増 減

固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

科　　    　目

短 期 貸 付 金

分 譲 土 地 建 物

有 価 証 券
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② 負債及び資本の部 (単位:百万円)
当中間期 前中間期 前　　　期

(17年9月30日) (16年9月30日) (17年3月31日)

15,519 16,222  △ 703 13,802
11,533 12,128  △ 595 10,966

1,427 1,718  △ 291 1,327
233 237  △ 3 198

－ －    － 26
737 643    93 381

88 86    1 72
812 776    36 557
78 72    5 65

447 401    45 116
83 96  △ 13 90

79 61    17 －
43,702 42,832    870 43,799

39,866 38,989    876 40,059
3,835 3,842  △ 6 3,739

59,221 59,054    166 57,602
   

9,126 9,126    － 9,126
9,126 9,126    － 9,126

3,398 3,398  △ 0 3,398
2,398 2,398    － 2,398

999 999  △ 0 999
4,217 3,906    310 3,804

1,959 1,959    － 1,959
219 219    － 219

2,037 1,726    310 1,624
519 274    244 445

 △ 787  △ 551  △ 235  △ 666
16,473 16,153    319 16,107

75,695 75,208    486 73,709
(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

比 較 増 減

負 債 ・ 資 本 合 計

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

長 期 借 入 金

別 途 積 立 金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金

賞 与 引 当 金

資 本 金

未 払 金
未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債
短 期 借 入 金

預 り 保 証 金

負　債　合　計
（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

固 定 負 債

預 り 連 絡 運 賃
預 り 金
前 受 運 賃

前 受 金

株 式 等 評 価 差 額 金

資　本　合　計

科　　　　目

自 己 株 式

そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

中間 ＜ 当 期 ＞ 未処 分 利 益
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比  較  中　間　損  益  計  算  書
(単位:百万円、％)

  　　　科        　　　　　　目

(16.4.1～17.3.31)

（営業損益の部）

営 業 収 益 658 670 △ 11 △ 1.8 1,223

営 業 費 557 559 △ 1 △ 0.3 1,177

営 業 利 益 100 110 △ 10 △ 9.0 46

Ｂ.自  動  車  事  業     

営 業 収 益 1,512 1,542 △ 30 △ 1.9 2,956

営 業 費 1,178 1,141   37   3.3 2,224

営 業 利 益 334 401 △ 67 △ 16.8 731

Ｃ.観   光   事   業   

営 業 収 益 8,858 8,961 △ 103 △ 1.2 15,869

営 業 費 7,477 7,584 △ 106 △ 1.4 14,332

営 業 利 益 1,381 1,377   3   0.3 1,537

Ｄ.土 地 建 物 事 業   

営 業 収 益 1,082 1,173 △ 91 △ 7.8 2,162

営 業 費 677 810 △ 133 △ 16.4 1,546

営 業 利 益 405 363   42   11.6 616

 全 事 業 営 業 利 益 2,221 2,253 △ 31 △ 1.4 2,931

（営業外損益の部）

Ｅ.営　業　外　収　益 124 125 △ 1 △ 1.3 191

受 取 利 息 及 び 配 当 金 67 83 △ 16 △ 19.5 123

そ の 他 の 収 益 56 42   14   34.8 67

Ｆ.営　業　外　費　用 507 578 △ 70 △ 12.2 1,093

支払利息及び社債利息 459 537 △ 77 △ 14.5 1,000

そ の 他 の 費 用 48 40   7   17.4 93

1,838 1,801   37   2.1 2,029

Ａ.特 　別　 利　 益 10 0   9   88.2 590

Ｂ.特　 別　 損　 失 184 247 △ 62 △ 25.4 1,242

1,664 1,554   109   7.1 1,377

682 631   50   8.1 701

1 5 △ 3 △ 78.0 △ 139

980 918   62   6.8 816

1,056 808   248   30.7 808

2,037 1,726   310   18.0 1,624

 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

前 期 繰 越 利 益

中 間 〈 当 期 〉 未 処 分 利 益

中 間 〈 当 期 〉 純 利 益

税 引前 中間 〈当期 〉純 利益

法 人税 、住 民税及 び事 業税

法 人 税 等 調 整 額

当 中 間 期 前 中 間 期 前　 　期

経 常 損 益 の 部

Ａ.鉄   道   事   業

経 常 利 益

特 別 損 益 の 部

増　　減

金　額 増減率(17.4.1～17.9.30) (16.4.1～16.9.30)
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  
 
 １．資産の評価基準及び評価方法 

   (１) 有価証券 
    満 期 保 有 目 的 債 券            

     償却原価法によっております。 
    子会社及び関連会社株式 
     移動平均法に基づく原価法によっております。 

    そ の 他 有 価 証 券            
    ①時価のあるもの  

          中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）によっております。 

    ②時価のないもの 

     移動平均法による原価法によっております。 
  （２）分譲土地建物 

    個別法に基づく原価法によっております。 
  （３）貯   蔵   品 
     移動平均法に基づく原価法によっております。               

 
 ２．固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 
      定額法によっております｡ 
  （２）無形固定資産 

      定額法によっております｡ 
 

 ３．工事負担金等の処理方法 
   鉄道業における工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価か

ら直接減額して計上しております。 

   なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価
から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上することとしております。 

 
４．引当金の計上基準 

  （１）貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  （２）賞与引当金 
     従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
  （３）退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び退職給付信託の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

     なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により、翌期から
償却することとしております。 

     また､過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により、発生した事業年度か

ら償却することとしております。 
 

５．リ－ス取引の処理方法 
   リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については､ 通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 
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６．重要なヘッジ会計の方法 
  （１）ヘッジ会計の方法 
     当社が行っている金利スワップ取引は金利スワップの特例処理の条件を充たしているため当該特例処

理を適用しております。 
  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段 金利スワップ取引 
     ヘッジ対象 借入金 
  （３）ヘッジ方針 

     借入金の金利変動リスクをヘッジすることを目的として金利スワップ取引を行っております。 
  （４）ヘッジ有効性評価の方法 

     当社の金利スワップ取引は、金利スワップの特例処理の条件を充たしておりその判定をもって有効性
評価に代えております。 

 

 ７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
    消費税等の会計処理の方法 

     税抜方式によっております。 
 
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。 
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＜注記事項＞
（中間貸借対照表関係）

当 中 間 期 末 前 中 間 期 末 前   期   末

　　１.有形固定資産の
　　　 減価償却累計額 46,165百万円 45,126百万円 45,647百万円

　　２.鉄道事業固定資産の取得原価から
　　　 直接減額された工事負担金等累計額 2,424百万円 2,254百万円 2,424百万円

　　３.担保に供している資産
　　　 並びに担保付債務

（担保資産）
財団抵当 24,105百万円 22,250百万円 23,181百万円
土地及び建物 3,620百万円 2,784百万円 3,689百万円
（担保付債務）
財団抵当借入金 36,121百万円 37,176百万円 36,374百万円
長期借入金 2,558百万円 2,698百万円 2,783百万円
預り保証金 2,989百万円 3,057百万円 2,968百万円

　　４.偶　発　債　務  
保証予約 842百万円 1,005百万円 964百万円

　　５.コミットメントライン契約  
　当社において、有利子負債削減、資金効率、金融収支の改善を目的としてシンジケーション
方式によるコミットメントライン契約を締結しました。
この契約に基づく当中間会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

借入極度額 4,000百万円 4,000百万円 4,000百万円
借入実行残高 ― ― ―
差引借入未実行残高 4,000百万円 4,000百万円 4,000百万円

（中間損益計算書関係）
当 中 間 期 末 前 中 間 期 末 前   期   末

特別損失のうち主要項目
　固定資産除却損        117 184百万円        47 117百万円 353百万円
　ﾌｼﾞﾔﾏﾘｿﾞｰﾄ ﾘﾆｭｰｱﾙ損 ― 129百万円 129百万円
　固定資産売却損 ― ― 353百万円

（リース取引関係）
半期報告書においてＥＤＩＮＥＴによる開示を行っているため記載を省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 


